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マーケティング機能再構築
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1	 企業によるマーケティング機能実現に向けた問題点に、各部門の連携の乏し
さがある。部門連携を進め、マーケティング機能を再構築する上での問題点
は、①経営者の意識、②部門間の壁、③人材を中心としたリソース、などで
ある。

2	 問題解決の方向性として、顧客と共創できるマーケティング組織をいかに構
築するかについて述べる。実施すべきことは、①経営陣のビジネスモデル変
革に対する合意形成、②マーケティング機能の明確化、③リソース獲得方法
の具体化、である。

3	 先進事例として、マーケティング機能を抜本的に再構築した横河電機を紹介
する。

4	 マーケティング機能再構築に向けて、マーケティング部門に具備した各種機
能を有機的に連携させ、顧客とともに価値を創造するには、新しい市場を創
造する際のルールや規制を動かしていくことも求められる。それには、マー
ケティング部門に具備した機能もしくは社外の各機能が有機的に連携するた
めの機能設計や、それらを支える人事、IT部門が必要となる。①ルールメイ
キング機能の構築、②各種要素の有機的連携の設計、③人事・IT部門を巻き
込んだ機能構築、について言及する。

マーケティング機能再構築

第８回　マーケティング機能実現に向けて

青嶋  稔



89第８回　マーケティング機能実現に向けて

マーケティング機能再構築

Ⅰ	 マーケティング機能実現に向けた問題点

企業が社会的課題を解決するには、マーケ
ティング、研究開発（R&D）、工業デザイン
といった各部門を連携させる必要がある。ま
た、フィリップ・コトラーが唱える「マーケ
ティング4.0」を実現するには、顧客ととも
に価値を創造することがポイントとなる。デ
ジタルの時代となり、市場環境の変化が激し
くなっている状況においては、これまでのよ
うに要素技術開発やデバイス開発、製品開発
を時系列に進めていては対応できない。しか
しながら、現状では技術開発、マーケティン
グ、販売、サービスの部門連携が乏しく、
別々に機能していることが多い。求められて
いるのは、顧客とともに価値創造を一体で推
進することである。

部門連携を進める上での問題は、組織間の
壁である。たとえば、R&D部門がマーケテ
ィングと分離しているため連携が進まないこ
とがある。かつては、要素技術開発、デバイ
ス開発、製品開発は時系列に進行しており、
R&D部門とマーケティング部門の距離は遠
かった。多くの企業ではいまだに両者の距離
は隔たっている。しかしながら、デジタル化
が進んだ現在、ハードウエアとソフトウエア
の一体感が増し、通信やネットワーク環境と
一体となり事業が構築される状況において
は、R&D部門とマーケティング部門が連携
し、顧客とともに価値を創造することが求め
られている。

また、知的財産部門との深い連携も重要だ
ろう。顧客とともに価値を創造するには、技
術・ビジネスモデルを顧客とともに検証して
いくことが望ましい。それには、特許など知

的財産分野の確認を同時に進めなければなら
ない。しかし、現在の日本企業において、知
財部門とマーケティング部門との距離は非常
に遠い。

顧客とともに価値を創造するには、顧客の
体験をデザインしていくことも不可欠であ
る。こうしたデザイン思考での顧客体験

（CX）の構築にはデザイン部門との連携が求
められるが、多くの企業ではマーケティング
部門とデザイン部門との連携が乏しく、マー
ケティング活動が統合的に進まないなどの問
題がある。

マーケティングの目的は「売れる仕組み」
を作り上げることである。ドラッカーは「マ
ーケティングの理想は販売を不要にするこ
と」と定義している。しかしながら、日本企
業は製品の品質の良さで売上を伸ばしてきた
成功体験から、需要創造ではなく売るための
販売促進に偏ったマーケティングを展開して
きた。

デジタル化に伴い、消費者のニーズが大き
く変化し、しかもその変化が非連続になって
いる現在、販売促進に偏ったマーケティング
では需要を創造できなくなっている。元来、
日本企業が強いHow（どのように販売する
のか）ではなく、WhyとWhat（なぜ、どの
ような価値を提供するのか）という問いに対
して明確な答えを持ち、それを価値として提
供していくことが求められている。

マーケティングは時代の変化に応じて進化
すべきものである。日本企業のマーケティン
グは製品中心から顧客中心への過渡期にあ
り、これはコトラーが唱える「マーケティン
グ2.0」の段階にあるともいえる。顧客価値
志向を一層追求するには、社会や顧客の課題
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に立脚した活動を展開しなければならない
（マーケティング3.0）。さらに、コトラーが
いう「マーケティング4.0」の段階では、デ
ジタル技術を駆使し、顧客の生活や価値観の
変化を加味したマーケティングを行うこと
で、顧客の自己実現を支援する製品やサービ
スを開発することが目指されている。

日本の製造業の経営者には、製品の品質で
勝ってきた成功体験が強いが、幾つかの先進
企業では製品中心から顧客志向に軸足を移
し、顧客価値志向や社会的課題の解決に軸足
を置こうとしている（マーケティング3.0）。
ところが、経営者自身にマーケティングでの
成功体験が少ないため、マーケティングにリ
ソースが割かれることが少ない。足元で事業
を創ることのできる事業部の営業部門や、販
売促進を中心とした事業部の製品部門起点の
マーケティング組織にはリソースがあてられ
るが、社会的課題を解決し、顧客とともに価
値を創造するマーケティング3.0、4.0に移行
する活動へのリソース投入は十分ではない。

デジタル化により、大きな変化が起きてい
ることを勘案すれば、これを機に日本企業も
マーケティング4.0に向けて社内の仕組みを
再構築したいところである。マーケティング
機能再構築の阻害要因となっているのは、こ
うした市場環境の変化とマーケティングに求
められる機能に関する経営者の理解が十分で
はないことにある。加えて、マーケティング
とR&Dや知財といった組織間の壁、製品販
売ではなく事業開発の視点で顧客とともに事
業を創っていけるようなマーケティングが展
開できる人材の不足にある。

以下、①経営者の意識、②部門間の壁、③
人材を中心としたリソースなどの問題、につ

いて述べていく。

1	 経営者の意識
日本企業の経営者は、これまで高い品質の

製品を製造し、販売・輸出するというビジネ
スモデルで大きな成功をしており、その成功
体験からなかなか抜け出せていない。そうい
った中、デジタル化が進み、消費者はメーカ
ーが発売した製品の市場での評価を瞬時に知
ることができるなど、消費者とメーカーとの
情報格差が少なくなっている。

製品が発売されるとFacebookやTwitterと
いったSNSにさまざまな口コミが掲載され、
共有される。これまでは消費者が取得できる
情報は限定的で、消費者の評価はメーカーの
調査などにより把握されるだけであったが、
現在は消費者が瞬時にそれらの情報を把握で
きる。従ってメーカーは、消費者とともに価
値を創出していくスタンスに変えていかなけ
ればならない。その過程では、経営者のマイ
ンドも大きく変えていかなければならない。
マーケティングとは、完成した製品の販売促
進活動をすることではない。デジタル技術を
駆使して顧客の課題を発見し、顧客の価値観
の変化を捉え、顧客の自己実現を支援する製
品やサービスを開発することである。

しかしながら、こうしたデジタル時代にお
けるマーケティングでの成功体験を持つ経営
者が少ないことから、マーケティングに対す
る経営者の問題意識は低いのが現状である。
マーケティングは、自社が解決すべき社会的
課題を設定し、具体的にどう解決するか考
え、それを着実に実行する機能であるが、現
在は製品の販売部門とR&D部門が分離して
いる。経営者がそこに対する問題意識を十分
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に持たないと改革は進まない。

2	 部門間の壁
マーケティング機能を実現するには、マー

ケティング、R&D、工業デザイン、渉外な
ど各部門が連携しなければならない。デジタ
ル時代となり、各部門が連携することで顧客
とともに価値を創造することが必要になって
いる。以前のように研究開発、デバイス開
発、製品開発、試作、生産、販売、サービス
といったバリューチェーンを順繰りに推進す
るのではなく、同時進行しなければならな
い。しかもそのやり取りは、よりインタラク
ティブかつ高速化したものがイメージされ
る。ところが、各部門の間には壁がある。組
織間の壁は大きな障害となって立ちはだかる。

この壁を乗り越えるには、よりインタラク
ティブに動ける組織を目指さなければならな
い。日本企業は、各部門が有機的に連携しな
がらマーケティング活動を推進できていない
ことが多い。これは事業を創造するという考
え方が弱く、製品開発という考え方がいまだ
根強いためである。つまり、基礎研究から、
デバイス・製品開発、そしてマーケティン
グ、販売と、それぞれの部門がリニアに連続
的に行われることを前提とした組織で長らく
活動してきたため、デジタル時代のアジャイ
ル型注1での事業開発ができないのである。
あるコンセプトを市場に投入し、検証を重ね
ながら事業を創造していくというプロセスに
対して組織が十分機能しないのである。

現状、日本企業の多くでは各部門の間に壁
があり、壁を乗り越えて顧客・市場ニーズの
変化を共有しながら、それぞれの部門が有機
的に連携してのマーケティング活動を進める

ことができない。

3	 人材を中心としたリソースの問題
マーケティング機能実現にあたって常に悩

ましいのがリソースの問題である。マーケテ
ィングを推進するには、リソースを束ね、プ
ロジェクトとして推進できる人材が必要とな
る。こうした人材をそろえるには、獲得方法
や育成方法を柔軟に考えるべきであるが、そ
もそもデジタル時代のマーケティングに求め
られる機能が、日本企業内では具体的に定義
すらされていないことが多い。そのため、人
材の獲得と育成ができないのである。

従来の製品開発やマーケティング、販売活
動から、コトラーが唱えるマーケティング
4.0に移行するには、必要なリソースが明確
になっていなければならない。しかしなが
ら、まずどのような事業をしたいのか、そこ
にどのようなリソースが必要となるのか、も
しくは現状、社内外にどのようなスキルと経
験を有する人材がどの程度いるのかが明確に
なっていないため、常にリソース不足の状況
にある。その結果、中期経営計画や長期経営
計画で将来の戦略・事業モデルを描いても、
常にリソース不足を理由に未達となる企業が
多くなっている。

Ⅱ	 解決の方向性

解決の方向性として、顧客と共創できるマ
ーケティング組織をいかに構築するかについ
て述べる。マーケティング組織再構築に向け
て実施すべきことは、①経営陣のビジネスモ
デル変革に対する合意形成、②マーケティン
グ機能の明確化、③リソース獲得方法の具体
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化、である。

1	 経営陣のビジネスモデル変革
	 に対する合意形成

マーケティング機能再構築にあたり経営陣
が合意形成をする際、どのようなビジネスモ
デルの変革が求められるかをよくすり合わせ
ておく必要がある。製品のみの販売と、デー
タ解析なども組み合わせてソリューション事
業として顧客へ価値提供をするのとでは、ビ
ジネスモデルは大きく異なる。

たとえば、コマツは建機を販売することか
ら「ダントツ製品」「ダントツサービス」「ダ
ントツソリューション」「ダントツバリュ
ー」と、代々の社長がビジネスモデルの進化
を打ち出している。それを同社が目指すべき
方向として経営陣の間で合意形成をした上
で、変革を推進している。あるいは日立製作
所は、同社のIoTプラットフォームである
Lumadaを使い、製品の販売だけでなくデー
タの収集・解析をすることで、製品事業から
データ事業へと大きなモデル転換をしようと
している。

このように、マーケティング組織を大きく
変革するには、目指すビジネスモデルに関す
る合意形成が欠かせない。なぜ、マーケティ
ング組織の改革が必要であるかを明確にし、
そこに向けて合意を形成し、意識を醸成す
る。それができなければ、マーケティング組
織の改革は形だけのものとなりかねない。実
際、改革しようとしても、組織はつくったも
のの魂が入らないということが多い。

2	 マーケティング機能の明確化
マーケティング機能を構築するには、構造

改革としてのマーケティング機能の再構築が
必要になる。市場環境のメガトレンドから解
決すべき社会的課題を明確にした上で、需要
を創造する活動をしなければならない。しか
しながら、企業内の事業部、R&Dなど関連
部門の間には壁があり、連携による市場創造
には困難を伴うことが多い。こうした活動
は、製品事業部による製品マーケティングよ
り、より長期の時間軸で取り組むべきテーマ
も多く、本社機能として検討する必要がある
だろう。

構造改革を実現するには、マーケティング
機能についての再定義を行うことが先決だ。
既に本社内にマーケティング本部のような機
能が設けられている場合であっても、いま一
度、その機能の再定義をしなければならな
い。本社として着目すべきメガトレンドから
重点的に解決すべき社会的課題の明確化、社
内の研究組織との連携、顧客との実証実験な
どを行うための要件定義、プロジェクト管理
などの推進、デジタルマーケティング機能を
使った顧客のCXの構築など、行うべきこと
は多岐にわたる。そもそもマーケティング本
部はどのような機能を持つべきか、その中に
取り込むべき機能はないかなどを社として再
定義しておく必要があるだろう。

このような機能改革は、もはや経営の仕組
みそのものを変えていくものであり、全社構
造改革ともいえるインパクトを持つだろう。
社内の事業部門、R&D機能、情報システム、
渉外、工業デザインなど各部門で自社が解決
すべき社会的課題というベクトルを定めると
同時に、社内の各種リソースをつなぎ合わせ
て、課題解決を進めなければならない。

マーケティング4.0では、デジタル技術を
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駆使し、顧客の自己実現を支援する製品やサ
ービスを開発しなければならない。そのため
には顧客の潜在的なニーズは何であるかを探
索し、自社の製品や技術だけでなく、他社と
も連携をしながら事業開発をしていく機能が
求められる。こうした事業開発は、顧客起点
で推進することが求められ、顧客を観察し、
CXをデザインしていくことになる。マーケ
ティング機能変革に際しては、工業デザイン
などのデザイナー、R&D、渉外部門などが
連携をとりながらマーケティングを推進しな
ければならない。つまり、マーケティング機
能は社内のさまざまな部門を接続する機能を
果たさなければならないだろう。

また、海外事業比率が高まっている現在、
海外市場が事業展開の中心になっている。そ
うした中、RHQ、つまり地域統括がマーケ
ティングにおいて果たすべき役割は重要にな
っている。こうした状況下では、マーケティ
ング機能の設計において、GHQのマーケテ
ィングが行うべきことと、RHQのマーケテ
ィングが行うべきことを明確に決めておくこ
とが必要だ。

つまり、日本市場の成長が見込めない中、
海外市場において、どのようにマーケティン
グ活動を展開するかが重要となる。マーケテ
ィング活動は、市場接点に近いところで、検
証をしながら、顧客とともに顧客の価値を創
造していくことが必要だ。そのため、マーケ
ティング機能の設計をする際には、GHQ、
RHQでマーケティング活動においてどのよ
うな役割を担うのかを明確にしなければなら
ない。

その上で、トップのコミットメントの下、
構造改革を進めることが求められる。市場・

顧客の動き、変化を常に見ながら、市場起点
で考え、市場を創造しなければならない。ま
た、市場を創造するために、官公庁やNGO
への連携、つまり渉外機能との連携を推進し
ていくことが重要である。こうした機能もマ
ーケティング機能の大きな役割となるだろ
う。

3	 リソース獲得方法の具体化
マーケティング4.0で求められるリソース

は、日本企業の多くのマーケティング部門が
行ってきた製品の販促活動で求められてきた
ものとは全く異なる。顧客の課題を見つけ出
し、課題と技術をつなぎ合わせて顧客の自己
実現をともに推進するには、BtoBであれば
顧客の業界に詳しい人材や収集したデータを
解析する人材、顧客の課題と技術や製品を結
びつけた解決方法を提示できる人材が求めら
れる。またこれら一連の活動の中で、顧客を
洞察し、顧客の課題を把握し、CXをデザイ
ンする人材も求められる。

まず、自社内でマーケティングに従事して
いる人材がどのようなスキルと経験を保有し
ているのかを詳細に把握しておくことが重要
である。人事部門が把握しているデータは、
過去、どのような部門を経験しているかとい
うことと、評語という形での評価でしかな
く、非常に表面的なデータである。その個人
にどのような失敗・成功体験があり、そこか
ら何を学んできたか、どのようなスキルを保
有しているか、個人としてどのようなキャリ
ア形成をしたいと考えているか、ということ
は把握されていない。

そこで、こういった自社のリソースを把握
することが第一の優先事項となる。なぜなら
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ば、多くの日本企業は人材不足を訴えている
が、詳細なデータを把握できていない状態で
人材を動かしていることが多いからである。
さらに、どのようなキャリア形成をしたいか
について、個人に考えさせる機会やきっかけ
を十分に与えていない。その結果、個人が何
をすべきか、どのようなキャリア形成をした
いかという考えに至っていない。社内の人材
が企業の方向性を理解し、個人のキャリア形
成を明確に描き、目的意識を持ってスキル開
発に取り組むなどの経験を積むことが求めら
れる。

その上で、マーケティング機能での役割に
ついて具体的に定義付けを行い、要件に合っ
た人材が既に社内にいるのか、それとも外部
から獲得する必要があるのかも含めて、人材
の獲得方法を明確にしておかなければならな
い。

Ⅲ	 先進事例（横河電機）

先進事例として、経営者の強い意志の下、
マーケティングの大胆な機能・組織改革を行
った横河電機について述べたい。

1	 改革の背景
横河電機は「CENTUM」という制御シス

テムで石油化学産業に大きなマーケットシェ
アを獲得してきた。同社はDCSというプロセ
ス産業での制御システムではABB、ハネウ
ェル、エマソンといった世界の超大手と互角
に戦っているにもかかわらず、事業規模は長
らく4000億円にとどまり、トップラインの成
長を描くことができなかった。それは同社が
石油化学では圧倒的な強みを持っているもの

の、それ以外の産業に事業機会を見つけるこ
とができなかったためであり、大いなる課題
となっていた。

2013年に社長に就任した西島剛志氏は、こ
れまでの石油化学産業を中心とした制御シス
テム事業に大きく依存したビジネスモデルの
変革を宣言した。それは、西島氏が再生可能
エネルギーの急激な普及により、石油化学に
依存した事業では持続的な成長を遂げられな
いと考えたからである。

15年に中期経営計画「Transformation2017
（TF2017）」を発表し、15年度からの 3 年間
で、「お客様フォーカスへの変革」「新しい価
値づくりへの変革」「高効率グローバル企業
への変革」という 3 つの変革を目指すことを
発表した。自社の創造する価値を「Process 
Co-Innovation」と定義し、これまで培って
きた計測、制御、情報の技術を集結し、プロ
セスの最適化を生産工程にとどめるのではな
く、企業内バリューチェーンや企業間サプラ
イチェーンなど、あらゆる情報や、モノの流
れへと拡大し、顧客とともに新しい価値を創
造するYOKOGAWAのソリューションと定
義付けた（図 1 ）。

ここでは自社のコアコンピタンスとして
「製品・ソリューションに高い信頼性を作り
込み、産業・社会の現場に適応させていく能
力」「ミッションクリティカル、過酷環境、
複雑系など、極限のシステムを取り扱う能
力」「現場で、オンライン、リアルタイム
に、正確に計測する能力」を「基礎となる
力」と定めている。さらに、それらを基盤と
して時代に合わせて事業機会を捉えていける
強みにするために、「プロセスを最適化・効
率化するための『ものさし』を新たに創り上
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げる能力」（計測技術）と、「現場で計測した
データを経営につなぐ能力」を「強化すべき
力」と定めた。

さらに「お客様と長期的なパートナーシッ
プを育みながら潜在的な課題を発掘し、解決
に導く価値を共創する能力」を強化し、自社
のコアコンピタンスとすることを宣言してい
る。つまり、自社の強みをはっきりと打ち出
し、それをどのように進化させていけば新た
な事業機会を獲得できるかを明確に定めた。

同社のマーケティング機能の改革は、
TF2017における戦略とそれを実現するため
のコアコンピタンスの再定義が起点となって
いる。そして同社は、自社のコアコンピタン
スを最大に活かした新たな事業が創造できる
マーケティング機能を構築するため、マーケ
ティング本部を再構築している。

2	 改革着手前、2016年時点に
	 抱えていたマーケティング部門の
	 問題点

2016年当時、横河電機のマーケティング部
門は社内組織のサイロ化、組織の縦割り化と
いう問題点を抱えていた。部門間の壁が高く
なり、同社の資源を有機的に統合して顧客へ
の提供価値を高めることができなかった。そ
の結果、顧客ニーズに応えることに大変な時
間がかかった。

顧客が求めているのは新たなアイデアの提
案や、実際に検証しながらの課題の明確化で
あるため、マーケティング部門とR&D部門
は車の両輪のように協調する必要があった。
しかし、マーケティング部門とR&D部門は
別々の組織なので、機能を融合して新しいア
イデアを試し、顧客に提案することができな

図1　横河電機の「Process Co-Innovation」
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これまで培ってきた計測・制御・情報の技術を集結し、
プロセスの最適化を生産工程にとどめることなく、

企業内バリューチェーンや企業間サプライチェーンなど、あらゆる情報やモノの流れへと拡大し、
お客様と共に新しい価値を創造するYOKOGAWAのソリューションです。

お客様と長期的なパートナーシップを育みながら潜在的な課題を発掘し、
解決に導く価値を共創する能力

プロセスを最適化・効率化するための
「ものさし」を新たに創り上げる能力

現場で計測したデータを
経営につなぐ能力

製品・ソリューションに高い
信頼性を作り込み、産業・社会
の現場に適応させていく能力

ミッションクリティカル、
過酷環境、複雑系など、

極限のシステムを取り扱う能力

現場で、
オンライン、リアルタイムに、

正確に計測する能力

出所）横河電機「2015年度～ 2017年度中期経営計画」より作成
https://cdn-nc.yokogawa.com/19/21164/details/ir_201503presentation03.pdf?_ga=2.266184335.1644609142.1578036609-
415530004.1556420047
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かった。部門間の壁は高くそびえ続け、市場
環境の変化に応じて新事業を創ることは非常
に難しかった。さらに、社内に必要な技術が
なければM&Aで積極的に獲得をすればいい
のだが、それも部門間の壁が障害となり有機
的に実施できなかった。

加えて、市場環境の変化に対応していくた
めには、CXのデザインが必要となる。「モノ
づくりからコトづくり」だけではなく、顧客
の問題解決・価値提供につながる「価値づく
り」、またその先にある「CXづくり」が求め
られている。ところが、マーケティング機能
が自社の技術や他社のリソースなどを組み合
わせてCXをデザインするということにも、
部門間の壁が立ちはだかった。部門間の壁
が、市場環境の変化に対応した戦略の策定・
実行を妨げていたのである。

こうした状況において、マーケティング本
部が社内のリソースをつなぎ、市場動向の変
化に対してCXを創出し、価値を形成するこ
とが期待されていた。

3	 マーケティング本部の改革概要
横河電機では、TF2017により事業構造の

大きな転換をするに際し、マーケティング機
能の強化を考えた。2016年にインテルジャパ

ンの副社長であった阿部剛士氏がマーケティ
ング本部長に就任し、同年 7 月にマーケティ
ング本部の大改革を行った。改革は、①マー
ケティングの再定義、②情報共有の徹底と社
内客観的評価の実施、③人事・IT部門の巻
き込み、により推進された。

（1） マーケティングの再定義

阿部氏にとってマーケティングとは、「需
要表現、つまり、潜在需要をニーズとして顕
在化させ、誰もが納得する言葉で表現し、形
にすること」である。『コトラーのマーケテ
ィング4.0』で語られているように、「顧客に
対する体験の創出」を行うことが重要である
という。そこで重要なのはデザイン経営であ
る。

阿部氏は、マーケティングをWhyとWhat
から定義する。高度経済成長期のような成長
の時代は、製品の品質を高め、より効率的に
価格競争力を高めることで勝つことができ
た。この場合、Howに長けている日本企業
の強みが大きく発揮された。しかしながら、
成長曲線のS字カーブが停滞期に入ると成長
シナリオの再定義を迫られた（図 2 ）。

そこではWhyとWhatを再定義することが
求められる。Whyでは、「なぜそれを横河電

図2　成長のS字曲線

次の成長への仕込み

高度成長期
非連続な経済環境の変化
の中で次の成長シナリオが
必要な局面

現状のモデルを打破し、新しい未来を創るには、
将来ありたい姿を描き出すWhyとWhatが重要

出所）横河電機取材を基に作成
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機が行うのか」、Whatでは「何をやるのか」
を定義する。

こうした状況において、マーケティング組
織は戦略を立案し、実行する組織であるべき
だという。非連続な変化が起きる市場環境下
で、新たな成長曲線を描かなければならない
からである。阿部氏は、同社が再定義したマ
ーケティングの役割として次の 4 点を掲げ、
その機能を抜本的に再構築した。

①顧客との価値の共創
マーケティング本部として技術と市場の接

点をつくり、新しい事業とともに、顧客にと
っての新しい体験を創造しようとしている。
そのためには、マーケティング本部内に
R&D機能を取り込むことが必要と考えた。
マーケティング本部内でR&Dを推進するイ
ノベーションセンターは、同社の成長と発展
につながる新しいビジネスチャンスを常に探
求し、次世代のビジネスを育て上げていくこ
とをミッションとしている。そこで、意識の
変革も含めた人の行動を変えるようなイノベ
ーションが重要であると考えている。

同社の事業領域であるオートメーションシ
ステムにおいても、機械だけの自動化という
限界を超え、人が持つ優れた能力を掛け合わ

せることで、より高度なシステムを構築しよ
うとしている。これまで経験や勘といった人
の知恵に頼っていた作業をシステム化し、機
械が人の判断を助けられるようになれば、人
はより創造的で付加価値の高い活動にとりか
かれると考えている。こうしたイノベーショ
ン活動は、事業部が行う製品開発とは異なる
ものであり、不確実かつ予測不可能な未来に
対して、顧客の意識変革も促しながら推進し
ている。

同社はイノベーション活動によって、単に
製品としてシステムを提供するだけではな
く、顧客の意識変革を促し、新しい働き方が
できるようになるソリューションの顧客との
共創を目指している。そのためイノベーショ
ンセンターのミッションを、「お客様を含め
た社内外と複数の組織を互いに絡めあい（共
創）、お客様の価値創造に貢献する」と定め
ている（図 3 ）。

そして、その活動方針として、①共創によ
りイノベーションシナリオを策定し、R&D
活動へ反映する、②R&D活動を事業インキ
ュベーションにつなげるとともに、必要な技
術を獲得する、③R&Dと技術獲得を継続的
に可能とする体制を構築し、人財を育成す
る、の 3 つを掲げ、R&D活動を進めている。

図3　横河電機のR&D体制

事業部

製品開発 先行開発 イノベーション活動

イノベーションセンター

現在のビジネス 予測可能な未来 不確実な未来

未来現在

予測不可能な未来

出所）横河電機『横河技報』Vol.60 No.1（2017年）より作成
https://web-material3.yokogawa.com/rd-tr-r06001-001.jp.pdf
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こうした活動により同社は、顧客の生産性
が飛躍的に高まる、あるいは新たな創造性の
高い事業に取り組めるといったCXを創造し
ようとしている。顧客との共創とはつまり
CXの創造でもあり、それがマーケティング
本部の役割であると本部長の阿部氏は考えて
いる。こうしたイノベーション活動を通じた
顧客との共創を推進するため、物事を迅速に
実施し、小さな失敗を早めに経験することで
戦略の実行スピードを高めるなど、組織風土
の改革も同時に推し進めている。

阿部氏は、『コトラーのマーケティング
4.0』を引用し、デジタル時代のカスタマー
ジャーニーは、図 4 のように認知、訴求、調
査、行動、推奨というサイクルが大事だとし
ている。各タッチポイントが認知してから、
最終的に購買意思決定を行い、さらには顧客
とともに価値を創造することにより、他者へ
と推奨してくれるCXをデザインすることが
重要だとしている。

阿部氏は顧客のカスタマージャーニーに対

して、さまざまなタッチポイントをデザイン
し、顧客を見つけるのではなく、顧客に見つ
けてもらえるマーケティングを目指している。

②ルールメイキング
さらに横河電機は、自分たちが考えている

提供価値を政府や官公庁、関連団体に正しく
伝えるため、マーケティング内部に渉外機能
を取り込み、関係省庁に対する積極的なルー
ルメイキングを行っている。IoTでさまざま
な製品がネットワークにつながる現在、政
府・官公庁のルールの方向性を定めなければ
ならない。プラント内部で生じるデータなど
を横断的に解析して、予兆保全の推進、AI
を使ったプラントの安全性向上、同社が進め
ているライフイノベーション事業における細
胞の計測、解析や、関係省庁に対するルール
作りが必要となっているからである。

2017年 5 月、同社は国際平和のための世界
経 済 人 会 議（WBCSD：World Business 
Council for Sustainable Development）に加

図4　カスタマージャーニー全体のタッチポイントとチャネルのマッピング
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出所）フィリップ・コトラー『コトラーのマーケティング4.0』（朝日新聞出版、2017年）を基に作成
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盟し、ビジネスパートナーとともにエネルギ
ーの課題を解決するための新たなソリューシ
ョン提案などに取り組んでいる。そこで、
2050年 に 向 け た 長 期 目 標 で あ る「Three 
goals」を策定している。これは、気候変動
への対応として「Net-zero Emissions」、す
べての人の豊かな生活を目指す「Well-be-
ing」、資源循環と効率化によって実現する

「Circular Economy」 の 3 点 を 柱 と し て い
る。また、2030年に向けて中期目標も策定し
た。実現は決して容易ではないが、WBCSD
への参画、関係省庁などへの働きかけを通
じ、同社はマーケティング機能の一環として
ルールメイキングを推進している（図 5 ）。

③ブランド・コミュニケーション
横河電機のマーケティング本部が大事にし

ているのがブランディングである。阿部氏は
ブランディングとは、顧客・社会に対する価

値実現についてのコミットメントであると考
えている。同社の制御技術を使い、顧客や社
会に自社の強みを伝えることで、ブランド価
値を大きく高めている。

同社は創立100周年を迎えた2015年に、コ
ーポレート・ブランド・スローガンを刷新
し、「Co-innovating tomorrow」 を 制 定 し
た。「Co-innovating」には、顧客とともに長
期的なパートナーシップを育みながら、課題
解決のための新しい価値を共創していくとい
う同社の強い意志が込められている。また

「tomorrow」は、着実に一歩一歩積み重ねて
いくことこそが明日という未来に結びつくと
いう信念を表している。同社はビジネスや社
会における情報やモノの流れを最適化し、効
率化し、顧客と社会全体の課題解決に取り組
んでいくという。

また、ビジョンステートメントとして
「Process Co-Innovation」を掲げている。こ

図5　横河電機の「Three goals」と2030年に向けた中期目標

気候変動への対応 すべての人の豊かな生活 資源循環と効率化
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CO2排出抑制に貢献
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安全で快適な職場環境で

人々の健康と豊かな暮らしを実現

お客様資産のライフサイクルを通じ、
安定稼働や効率化、
資源循環を推進する
ソリューションで、

省エネ・省資源と経済成長に貢献
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ストーリーの概要

CO2排出抑制貢献量
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（2018～2030年度累計）
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資源効率改善額
目標：1兆円
（2030年度）

関連するSDGs

Net-zero Emissions Well-being Circular Economy

出所）横河電機Webサイトより作成
https://www.yokogawa.co.jp/coin/sep_2019_a/
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者を招いたワークショップなどを開催し、ア
イデアを創出している（図 6 ）。

このようにさまざまな参加者を招いたワー
クショップを通じ、横河電機が唱えるCo-
innovating tomorrowを体験してもらうこと
で、マーケティング本部は外部とのコミュニ
ケーションを推進し、ブランドが約束するコ
ミットメントを果たしている。

また、学生とのコミュニケーションも行っ
ている。たとえば早稲田大学とはプロフェッ
ショナルズ・ワークショップと称して、企業
が直面している課題に対して、プロフェッシ
ョナル（企業人）と早稲田大学の学生が共同
で課題解決に取り組み、解決策を提案するワ
ークショップを開催している。このワークシ
ョップは横河電機と日経ウーマンの共同企画
として開催され、ファシリテーターの指導の
下、学生がチームを組んでビジネスシーンで
活かせる実践的な知識やチームワークを養う
という、キャリア設計を考える上で役立つ就

れは15年に発表した中期経営計画TF2017に
おいて目指すべき方向性を明示したものであ
る。プロセスの最適化を生産工程にとどめる
ことなく、企業内のバリューチェーンや企業
間のサプライチェーンなど、あらゆる情報や
モノの流れへと拡大し、顧客とともに新しい
価値を創造する同社のソリューション全般を
表している。同社がこれまで培ってきた計
測・制御・情報の技術を結集したオートメー
ションの将来像を描き、その実現に向けて邁
進し、顧客や社会、そして自社への約束とし
ている。

こうした方向性を顧客に具体的に伝えてい
くために、マーケティング本部内にあるイノ
ベーションセンターは、未来洞察活動のシナ
リオプランニングで作成された未来シナリオ
から選定した、バイオ、エネルギー、マテリ
アルの 3 つの活動領域について、当社本社内
に設置したCo-Innovation Room（シン（新）・
共創ルーム）で、世界中からさまざまな参加

図6　未来シナリオから選定した横河電機のR&D活動領域

医薬・食品を対象に

新素材の分析＆検査を対象に

プラントの操業＆運用を対象に

バイオ領域

マテリアル領域

エネルギー領域

バイオ抗体薬生産ソリューション 蓄電池を活用した
エネルギー・マネジメント・システム

製造コストと品質のベストポイントを
見つける最適操業ソリューション

プリンテッドセンサシステム

ARとモバイル技術の産業応用

配管の局部腐食モニタリング技術

クランプレス電流モニタリング

エッジコンピューティングと
機械学習技術の産業応用

光ファイバによる
温度・歪み・振動計測ソリューション

分子分光センサ

MEMS型波長可変光源によるレーザ分光技術

有機半導体非接触評価

細胞生産支援ソリューション

ペプチド連続フロー
化学合成ソリューション

微生物コンタミネーション管理ソリューション

出所）横河電機IR資料より作成
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が、徹底した情報共有である。
情報共有のポイントは、情報の非対称性や

粘着性を取り除くことである。情報の非対称
性とは、保有している情報の格差を表す。情
報の粘着性とは、ある特定の人物が情報を所
有しており、その移転が難しい状態を示す。
マーケティングにとって、このような状態は
組織としてのイノベーションを阻害するもの
となる。そのため、同社のマーケティング本
部では、徹底した情報共有を推進したのであ
る。

また、情報共有はマーケティング本部だけ
でなく、社内のさまざまな部門で推進されて
いる。前述したように、オープン＆フェアネ
スをモットーに、戦略の浸透だけでなくその
進捗状況を開示し共有するほか、組織として
抱える課題をマーケティング本部のスタッフ
全員で共有している。全社のトレンドセッタ

職観の習得機会を提供するものである。
このような活動を通じて、横河電機マーケ

ティング本部は、コーポレート・ブランド・
スローガン（Co-innovating tomorrow）を実
際に体験してもらうコミュニケーションを行
い、ブランド・コミュニケーションを推進し
ている。

④インターナルコミュニケーション
横河電機はマーケティングにおいて、イン

ターナルコミュニケーションに非常に大きな
力を入れている。阿部氏は、マーケティング
本部は全社にとってトレンドセッターである
べきと考えており、本部内の意識を変えるた
め、オープン＆フェアネスをモットーに阿部
氏が目指す本部としての戦略の浸透だけでな
く、進捗状況も開示している。そうすること
で、本部の目指す方向、進捗、組織として抱
えている課題を本部のスタッフ全員で共有で
きるのである。さらに全社のトレンドセッタ
ーとして市場環境の変化をいち早く捉え、同
社が将来に向かってどのような事業を創出し
ていくべきかを検討し、それを関連部門に働
きかけている。

このようにマーケティング機能を定義した
結果、2016年からマーケティング本部長とな
った阿部氏は、マーケティング本部にR&D
機能、特許や商標を管理する知的財産室、政
府との関係をつくっていく渉外機能、工業デ
ザイン機能を統合し、横河電機の抜本的なマ
ーケティング機能を再構築した（図 7 ）。

（2） 情報共有の徹底と

 社内客観的評価の実施

横河電機のマーケティング本部が行ったの

図7　横河電機マーケティング本部の機能

Biz Plan
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Develop

ment
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Branding
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IP
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Industrial
Design

Strategic
Standard
Manage
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Innovation
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（R&D）

IA-MKTG

Marketing
HQ

（MKHQ）

出所）横河電機
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ーとして、横河電機が将来に向かってどのよ
うな事業を創出していくべきかを検討し、そ
れを事業部門など関連部門に働きかけてい
る。

そして、これらの活動は定期的にレビュー
が行われている。「パートナーサーベイ」と
いわれているもので、マーケティング本部が
社内の他部門からどのように評価されている
のかをレビューしている。結果は全社員に公
開されており、他部門からはマーケティング
本部の改革が会社の改革につながっていると
高く評価されている。 4 つの指標から構成さ
れるパートナーサーベイのうちの一つはNPS

（Net Promoters Score）であり、社内他部門
が他部門に推奨したい部門として、その活動
は高く評価されている。

また、マーケティング本部長の阿部氏自ら
が情報公開を率先しており、自身のMBO（戦
略的目標管理制度）の目標と結果、評価が公
開されている。こうすることで、トップマネ
ジメントが現在、どのような戦略や目標をも
って組織をリードしているかが共有されるの
である。それは、マーケティング本部スタッ
フの意思決定の大きな基盤となった。つま
り、マーケティングは人体に例えるならば骨
のジョイント部分にあたり、全社各部門をつ
なぐ中枢的役割であると阿部氏は考えてい
る。マーケティング部門がオープンでフェア
であることが、社内のさまざまな部門が立ち
働く上で非常に重要と考えているのである。

（3） 人事・IT部門の巻き込み

阿部氏は、マーケティング機能の改革はデ
ザイン経営実現のためであるという。デザイ
ン経営を実現するマーケティング機能改革を

行うには、人事部門とIT部門を巻き込むこ
とが大事だという。

日本企業は既存事業に大きく依存してお
り、その生産技術と高品質を維持するため
に、守らなければならないルールが多く、ま
た、それを支える人事制度が加点主義ではな
く減点主義であることが多い。まずこれを変
えていかないと、マーケティング機能の改革
は進まない。人事制度の改革は今後、より重
要になってくる。マーケティング本部は人事
部門と連携し、解決の方向性を導き出すべく
評価制度改革に取り組んでいる。

また、IT部門との連携もポイントとなる。
日本企業の多くのIT部門は基幹システムの
保守が中心業務となってしまっている（これ
を「守りのIT」という）。マーケティング部
門が目指すような新たな価値の構築には、こ
ういったIT部門の存在がボトルネックにな
ってしまうことがある。たとえば、前述した
横河電機のビジョンステートメント「Process 
Co-Innovation」で目指す、リカーリングモ
デルなど新たな価値の創出には、データレイ
ク注2や下処理となるデータ・クレンジング、
CRMシステムなど、データを活用した事業
モデルを構築するための前プロセスの実行が
情報システム部門に求められる（いわゆる

「攻めのIT」）。この攻めのITにおいて、IT部
門が果たすべき役割は非常に大きい。

IT部門は守りと攻めの 2 つのモードを相
互作用させながら、システムを構築すること
が大事だという。横河電機では、CIOであり
デジタル戦略本部長である舩生幸宏氏が、攻
めと守りの 2 つのITを統合的に刷新しなが
らマーケティング本部と連携をしている。



マーケティング機能再構築

103第８回　マーケティング機能実現に向けて

4	 改革の効果
横河電機では、マーケティング本部の大胆

な改革により、次のような大きな効果が出て
いる。

（1） 市場環境の変化に起点を置いた

 戦略立案

横河電機のマーケティング本部にはR&D
機能が入っており、100人近いスタッフが在
籍している。マーケティング部門はR&D部
門とコラボレーションをすることにより、自
社にどのような技術があるのか、その強みを
再認識することができる。

さらに、同社はSDGsなどグローバルな潮
流やメガトレンドから事業機会を検討してい
る。そのように抽出された市場環境の変化
は、自社の強みと掛け算をすることにより自
社が行う意義やビジネスモデルのシナリオと
なり、マーケティング本部内で常に骨太な議
論が行われている。マーケティング本部は、
トレンドセッターとしてこれらの議論から導
き出される方向性が全社として目指すものと
なることを目指している。

こうした活動を通じて、マーケティング本
部の人材を中心に戦略的思考が強まってい
る。そもそも、Howを中心に考える思考か
らWhyとWhatを中心に考えるようになり、
問題解決型から課題を提起する課題開発型へ
と思考パターンが大きく変わってきている。

（2） 社内各部門間と外部との連携の促進

 （オープンイノベーション）

前節で述べたように、スタッフの創造性が
高まり、社内の組織からの評価も著しく高ま
っている結果として、マーケティング本部

は、パートナーサーベイで実施するNPSにお
いて他部門に非常に強く推奨したいという評
価を受けている。

こうした活動と評価の成果から、横河電機
の各部門がマーケティング本部を中核的な接
点として、市場の変化にどのように対応して
いくのかについて議論をする機会が増えたと
いう。さらに、市場の変化から自社が取り組
むべき事業に対して、マーケティング本部と
外部企業との連携も増えている。

このように横河電機のマーケティング本部
は、常に全社にとってのトレンドセッターと
してメガトレンドから抽出した社会的課題を
解決するために、柔軟に社内の他部門や顧客
など外部企業と提携し、イノベーションを起
こす「Connect＆Development」によるオー
プンイノベーションを推進している。その結
果、顧客と密接にコンタクトを取りながら活
動し、顧客の課題やニーズを掘り起こして共
有することにより、共同の技術開発や価値検
証が多く進められるようになった。

これらの活動では、行動観察などの手法を
積極的に取り入れ、顧客が直面している本当
の課題やニーズを把握することに取り組み、
成果を出している。顧客など外部企業ととも
に、新しいセンシング技術とデータに価値を
与える技術の開発を進めているのもその一例
である。こういった考えの根底には、現在見
えないものを見えるようにしたいという、顧
客が常に持っている「可視化」への要求があ
る。それを実現するため、データ取得の新た
なセンシング技術と、取得したデータを活用
する統計解析技術やAI技術の開発を進めて
いる。

この可視化の要求を満たす技術開発、さら
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た。この賞は、ブランド戦略・体験基盤の構
築からクリエイティブ開発、コミュニケーシ
ョン活動を含むマーケティング活動全般にわ
たる視点から、それぞれの活動が有機的に結
びつき、効果を生み出すことに貢献している
かを複合的に分析・評価し、10ブランドを選
出している。横河電機は「Winners（応募企
業中、優れた取り組みをしている企業）」を
受賞した。

さらに同社は19年のダボス会議で、世界で
最も持続可能な企業100社中82位にランキン
グされた。日本企業としては、73位のエーザ
イ、78位の武田薬品工業に続くランクインと
なっている。100位以内に入った日本企業は
ほかに、積水化学工業（89位）、花王（92
位）、トヨタ自動車（95位）、コニカミノルタ

（96位）、パナソニック（100位）と 8 社のみ
である。このランキングは、①サステナビリ
ティ情報開示、②財務状況、③製品カテゴリ
ー、④制裁の 4 つの項目から評価がなされる。

こうした活動を推進することにより、マー
ケティング本部は優秀な人材を獲得しやすく
なっているという。さまざまな経歴を持ち、
かつ固定概念にこだわらず新しいことに取り
組みたいという挑戦心がある人材が社内外か
ら集まってくるためである。このようにマー
ケティング本部は、社内、社外からの人材の
吸引機能を果たしている。

Ⅳ	 マーケティング機能再構築に向けて

マーケティング機能再構築に向けて、マー
ケティング部門の各種機能が有機的に連携し
て顧客とともに価値を創造するには、新しい
市場を創造する際のルールや規制を動かして

には、強みであるセンシング技術を活かした
可視化の開発に取り組み、データ活用技術に
よる工場の操業最適化への応用など、既に成
果が表れている活動も多い。

（3） 戦略実行におけるチェック機能

マーケティング本部が果たしている役割と
して、戦略実行におけるチェック機能があ
る。マーケティング上、重要な戦略の展開状
況を定期的にモニタリングすることで確実に
実行できるようになった。現在、マーケティ
ング本部が力を入れているのが、企業買収後
のPMI（M&A後の統合プロセス）における
モニタリングである。

横河電機はさまざまな企業買収を推進した
が、買収後の統合を推進する組織として、マ
ーケティング本部内にPMIの機能を構築した。

たとえば2016年 2 月、横河電機は英国の
KBC社を買収した。KBC社は、石油・ガス
産業のアップストリーム（開発・生産工程）
からダウンストリーム（精製工程）までを対
象に、操業率向上や収益性改善のためのソフ
トウエアとコンサルティングサービスを提供
している。横河電機のビジョンステートメン
ト「Process Co-Innovation」を実現するには
非常に重要な企業であり、PMIの成否がポイ
ントとなる。マーケティング本部はKBC社
買収から 3 年の間、モニタリングのPDCAを
回し、着実な刈り取りを行おうとしている。

（4） ブランド価値の向上と人材の獲得

こうした取り組みが高く評価され、横河電
機は2018年、米国に本社を置くブランディン
グファーム、インターブランドが主催する

「Japan Branding Awards 2018」 を 受 賞 し
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どへの優遇措置を獲得したが、ドイツの業界
団体や部品メーカーと協力し、政府の 5 カ年
計画の下で一貫した活動体制の構築を行い、
その上、シンポジウムなどを通じて自社が中
国のCO2削減目標にコミットメントできる技
術を持ち合わせていることを強調した。さら
には、ドイツ政府や中国政府とのトップ会議
などハイレベルの対話を継続することによ
り、補助金管理暫定弁法において、自社技術
搭載車を対象としてHEV（ハイブリッド車）
を除外することに成功した。これにより、
2010年以降の省エネ車に対する補助金制度
で、フォルクスワーゲンはほかのメーカーに
比べて多くの車種を当該優遇措置の対象とす
ることに成功し、小排気量ターボエンジン搭
載車の売上増に成功している。

現在、自動車はCASEなど非連続な変化に
より、イノベーションの推進が求められてい
る。ただし、自動運転やシェアリングエコノ
ミーは、新しいルールや仕組みを構築しなけ
ればならない。ルールメイキングにかかわら
なければ他社が自ら有利なルールを作ってし
まうため、後手に回るといかに技術が優れて
いても市場を獲得することができないのであ
る。

横河電機は、第Ⅲ章で述べたように、マー
ケティング本部に渉外機能を取り込み、プラ
ント内部で生じるデータを解析し、プラント
の自動化を進める新たなルール作りを進める
目的で、積極的に官公庁への働きかけを行っ
ている。

現在、多くの日本企業は渉外部門が官公庁
への対応を行っているが、現在の活動は受け
身に終始している。グローバル市場でイノベ
ーションを推進し、顧客とともに価値を創造

いかなければならない。また、マーケティン
グ部門に具備した機能もしくは社外の各機能
が有機的に連携するための機能設計や、それ
らを支える人事、IT機能が必要となる。①
ルールメイキング機能の構築、②各種要素の
有機的連携の設計、③人事・IT部門を巻き
込んだ機能構築、としてまとめる。

1	 ルールメイキング機能の構築
高い技術力を持つ日本企業がグローバル市

場で海外企業に負けてしまうのは、日本企業
にはルールメイキングの考え方が欠如してい
るからである。既に存在している市場で性能
を向上させ、品質の高さを訴求するのであれ
ば、ルールメイキングの考え方は不要であろ
う。しかしながら、世の中にまだ存在しない
ものを生み出し、販売するには、世の中のル
ールを変えていく、もしくはルール自体を創
出していくことが求められる。

たとえばボッシュは、コスト増から普及が
進まないABS（アンチロックブレーキシス
テム）の装備を義務化するため、交通安全啓
発活動「Make Roads Safe」を実施するFIA
基金への多額寄付を行うことで、社会貢献の
姿勢を表した。そしてシンポジウムなどを通
じて、インドの交通事故削減にABSが有効
であることを訴求し、ルールの設計に寄与し
た。さらに、反対していた業界団体に対して
現地でのプレゼンスを活用し、業界団体内で
ABS装備義務化のコンセンサスを形成した。
これにより、アジア自動車安全基準におい
て、バス・トラックへのABS装備義務化の
獲得に成功している。

同じようにフォルクスワーゲンは、中国市
場において小排気量ターボエンジン搭載車な
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揮しなければならない。それが行えること
が、社内のリソースを結合し、社外に対して
価値を創造する大前提となっている。こうし
た連携を実現するためにマーケティング機能
が具備するものとして、①マーケティング部
門が目指すものと成果を公開・共有する仕組
み、②OODAによる市場環境への機敏な対
応、がある。

（1） マーケティング部門が目指すものと

 成果を公開・共有する仕組み

社内の部門間連携を実現するには、マーケ
ティング部門がどのような問題意識や課題、
目標を持ってマーケティング活動を推進する
のかについて、達成状況などを含めて公開す
ることも有効な方法である。その上で、社内
の各部門に対して横河電機のNPSのような形
で、常に貢献状況を把握しておかなければな
らない。

そのためにはマーケティング部門は、顧客
に対してどのような価値を実現したいのかに
ついてビジネスモデルのビジョンを描き、そ
れを社内各部門に示して連携を求めていくこ
とになる。また同時に、各部門にどのような
貢献ができるのかを具体的に示すのである。
マーケティング部門と社内の他部門との連携
によって生み出される価値やビジネスモデル
に対する認識を各部門と共有するとともに、
マーケティング部門は各部門に対して部門間
のジョイント機能を果たすことを伝え、定期
的に社内の意見をレビューし、自らの振り返
りを行う。

（2） OODAによる市場環境への機敏な対応

また組織内に、環境変化により迅速に対応

するためには、市場に近いところで現地の官
公庁やNGO、業界団体などに対して働きか
け、ルールメイキングをすることで新しい市
場を形成することが求められている。そのた
めにはマーケティング部門にルールメイキン
グの機能を取り込むことが望ましい。

2	 各種要素の有機的連携の設計
横河電機の事例で触れたように、VUCA

（Volatility：変動性・不安定さ、Uncertainty：
不確実性・不確定さ、Complexity：複雑性、
Ambiguity：曖昧性・不明確さ）と呼ばれる
時代には、マーケティング機能は市場に近い
ところで、顧客とともに価値を創出しなけれ
ばならない。そのためには、R&Dリソース、
新規事業開発、マーケティングコミュニケー
ション、ブランディング、工業デザインとい
った部門が密に連携する必要がある。顧客と
ともに価値を創造するには、顧客とビジョン
を共有しながらCXをデザインしていくこと
が望ましい。マーケティング部門はさまざま
な部門と有機的につながり、ハブ的な機能を
果たさなければならない。市場と自社との接
点であると同時に、顧客とともに価値を創造
するための、社内各部門とのジョイント的な
役割を果たすことが求められている。

横河電機は自社のマーケティング部門が社
内でそのような役割を果たせるように、情報
の公開と共有を進めた。NPSを用いて、マー
ケティング部門が社内各部門から推奨するに
値されるかということを常に客観的に評価し
ている。

また、そのため、他部門に対して目指す姿
を積極的に公開し、他部門に推奨したいと思
われるような高いパフォーマンスを社内で発
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組織、ITシステム、各種社内制度の改革が
伴わなければならない。横河電機の阿部氏
は、マッキンゼーが唱えた7Sの中で、まず
ハ ー ド の3S（Strategy（ 戦 略 ）、Structure

（組織構造）、System（システム、制度））か
ら改革することが大事だと述べる。ソフトの
4S（Shared Value（共通の価値観、理念）、
Style（経営スタイル）、Staff（人材）、Skill

（スキル・能力））も大事ではあるが、浸透に
時間がかかる。まずはハードの3Sから迅速
に着手すると成果を上げることができる。

そのためには、社内のIT部門、人事部門
に対して、前節で述べたように実現したい価
値やビジネスモデルについて具体的に説明
し、どのような情報システム、人材が必要か
を描き出さなければならない。

デジタル時代の現在にあって、ビジネスモ
デル構築におけるツールとしてデジタルは不
可欠である。情報システム部門はマーケティ
ング部門と一緒に顧客との価値創造の前線に
立たなければならなくなっている。以前の情
報システム部門は、経理や人事といったバッ
クオフィスのシステム構築が中心的な仕事で
あった。ところが今や、マーケティング部門
とともにビジネスモデルの要件を定め、アジ
ャイル型の開発を推進、検証するなど、求め
られる役割も大きく変わってきている。柔軟
なプロジェクト設計と運営を行うなど人材要
件も変化しており、顧客に近いところで顧客
に伴走しなければならなくなっている。

従来のウォーターフォール型開発は、全体
の機能設計を済ませてからシステム開発、実
装、テストを行うため、開発期間が長期にわ
たる。案件に伴走しながら検証する場合に
は、ウォーターフォール型は最も不向きであ

する機能を備えることが必要である。日本企
業 はPDCA、 つ ま り 計 画（Plan）、 実 行

（Do）、チェック（Check）、アクション（Ac-
tion）を回すことでマーケティング業務を継
続的に改善し、目的を達成してきた。しかし
ながら、このサイクルが市場環境の変化や現
場の実行スピードに対応し切れなくなってい
る。市場環境の変化は顧客の最前線で発生す
るが、PDCAを回すための会議などを行って
いては、変化にタイムリーに対応できない。

これに対して、朝鮮戦争時にある米軍空軍
パイロットが提唱した「OODA」、つまり、
観察（Observe）、状況判断（Orient）、今後
の具体的な方策やプランの立案（Decide）、
実行（Act）は、より瞬時の対応が可能なプ
ロセスとなっている。

刻々と状況が変化する現場（ここでは戦争
の前線）では、一瞬の対応の遅れが死につな
がるため、本部の指示を待つことはできな
い。PDCAは常に当初立てた計画（Plan）が
スタートとなり、進行中は管理・監視を行
い、P、D、C、Aと常にそのプロセスを重視
する。それに対してOODAは、現場に権限
委譲がなされ、現場での観察やそれに伴う状
況判断に重きを置いている。

市場環境の変化が早い現在、マーケティン
グの前線には、権限委譲を行い、市場や顧客
ニーズを的確に判断し、その適合性を高めて
いくことが求められる。横河電機の阿部氏は
このOODAのサイクルがマーケティングに
は不可欠であると述べている。

3	 人事・IT部門を巻き込んだ
	 機能構築

こうしたマーケティング機能の構築には、
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戦略を効果的に実行するため、その組織に対
して「変革」を仕掛ける役割を担う。経営者
の代理人として、組織のメンバーとの信頼関
係を醸成しながら改革支援を行う。③人材管
理エキスパートは、組織の生産性を高めるた
めの労務管理、④社員チャンピオンは、社員
の意見を経営側へ責任をもって伝え、両者を
つなぐ機能である。この中で、マーケティン
グ機能再構築において特に重要なのは、①
HRビジネスパートナーと②チェンジ・エー
ジェントである。

マーケティング機能再構築は、こうした戦
略人事機能、IT機能の変革を進めていかな
ければ十分に働かないであろう。市場、顧客
ニーズは激しく変化している。そのスピード
は今までと全く異なっており、求められる組
織能力は高まっている。マーケティング機能
再構築に向けて、日本企業はその組織能力
を、全社を挙げて高めていかなければならな
い。

注

1	 ソフトウエア開発に多く用いられる言葉。アジ
ャイル（俊敏な）型開発とは、仕様や設計の変
更が当然あるという前提に立ち、初めから厳密
な仕様は決めず、おおよその仕様だけで細かい
イテレーション（反復）開発を開始し、小単位
での「実装→テスト実行」を繰り返し、徐々に
開発を進めていく手法

2	 すべての構造化データと非構造化データを保存
できる一元化されたリポジトリ。データをその
ままの形で保存できるため、データを構造化し
ておく必要がなく、また、ダッシュボードや可
視化、ビッグデータ処理、リアルタイム分析、
機械学習など、さまざまなタイプの分析を実行
し、的確な意思決定に役立てることができるも
の

る。一方、アジャイル型開発では、仕様や設
計の変更が当然であるという前提に立ち、初
めから厳密な仕様の決定はせず、おおよその
仕様だけで細かい開発を開始し、実装とテス
ト実行を繰り返すことにより、徐々に開発を
進める。

マーケティング機能の改革では、情報シス
テム部門はマーケティング部門とともに顧客
の近くでアジャイル型の開発を行い、検証作
業を進めていく。また、顧客とともに価値を
実現するマーケティングは、かつての製品マ
ーケティングとは人材要件も大きく異なる。
製品を販売するのではなく、顧客から理想と
する姿を聞き出し、ビジョンを共有して、社
内外と連携しながらプロジェクトを推進でき
る人材が必要となる。そういった人材要件を
明確にし、人材の獲得方法や人材のキャリア
パスを構築しなければならないが、そこで人
事部門との連携も欠かせない。

従って、人事部門に対しても、マーケティ
ング部門がビジョンを明確に示すとともに、
実現のために必要な人材を具体化しなければ
ならない。人事部門も、従来のように事業と
離れた場所で考えるのではなく、実現すべき
価値や推進する人材像を描けなければならな
い。ここで参考になるのが、デイビッド・ウ
ルリッチが1997年に発表した『MBAの人材
戦略』で唱える戦略人事の 4 つの機能、①
HRビジネスパートナー、②チェンジ・エー
ジェント、③人材管理エキスパート、④社員
チャンピオン、である。

①HRビジネスパートナーは、事業変革に
必要な人材について、経営者や事業部門のト
ップにアドバイスをする機能である。②チェ
ンジ・エージェントは、提案・構築した人材
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